
新潟市身体障がい者用自動車改造費助成事業実施要綱 
 （目的）  
第１条 この事業は，重度身体障がい者が就労等に伴い自ら運転するために自動車を改造する（以

下「本人運転」という。）場合又は自ら運転が不可能な重度身体障がい者若しくは生計同一家族

が自動車を改造する（以下「介護者運転」という。）場合，その改造費を助成することにより，

重度身体障がい者の社会参加の促進を図り，その福祉の増進に資することを目的とする。  
 （対象者）  
第２条 この事業の対象者は，新潟市内に住所を有し，次のすべての要件に該当するものとする。  
 （１） 本人運転の場合 

  ア 上肢，下肢若しくは体幹機能障害に係る身体障害者手帳１，２級（個別等級）を所持し

ている者又は運転免許証に改造の要件が記載されている身体障害者手帳所持者であること。  
  イ 当該改造により，社会参加が見込まれること。  
  ウ 申請の月の属する年の前年（１月から６月までの間に申請を行う場合にあっては， 前々

年。以下同じ。）の身体障がい者本人の所得税課税所得金額（各種所得控除後の額。この場

合において，１６歳未満の扶養親族は１人につき３８万円を，１６歳以上１９歳未満の扶

養親族は１人につき２５万円を控除するものとする。この場合における年齢については，

対象年の１２月３１日（対象年の中途においてその者が死亡している場合には死亡当時）

の現況によるものとする。以下同じ。）が，当該月に適用する特別障害者手当に係る所得制

限限度額（特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号）

第７条に規定する額をいう。）を超えないものであること。  
エ 申請の月の属する年の前年の身体障がい者の配偶者及び身体障がい者本人の生計を維持 

する民法上の扶養義務者の所得税課税所得金額（各種所得控除後の額）が，当該月に適用

する特別障害者手当に係る所得制限限度額（特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行

令第８条第１項に規定する額をいう。）を超えないものであること。  
 オ 原則として過去５年間に，新潟市又は他自治体による自動車改造費の助成を受けていない 

こと。  
 （２） 介護者運転の場合  
  ア 上肢，下肢，体幹若しくは内部機能障害に係る身体障害者手帳１，２級（個別等級）を

所持する者又は第１種肢体不自由者。 
  イ 当該障がい者自ら運転が不可能で，車椅子を利用している者であること。  
  ウ 当該障がい者本人の移動のために改造の必要があること。  
  エ 申請の月の属する年の前年の当該身体障がい者本人の所得税課税所得金額（各種所得控

除後の額）が，当該月に適用する特別障害者手当に係る所得制限限度額（特別児童扶養手

当等の支給に関する法律施行令第７条に規定する額をいう。）を超えないものであること。  
  オ 申請の月の属する年の前年の身体障がい者の配偶者及び身体障がい者本人の生計を維持 

する民法上の扶養義務者の所得税課税所得金額（各種所得控除後の額）が，当該月に適用

する特別障害者手当に係る所得制限限度額（特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行

令第８条第１項に規定する額をいう。）を超えないものであること。  
  カ 原則として過去５年間に，新潟市又は他自治体による自動車改造費の助成を受けていな

いこと。  

 （助成対象経費）  
第３条 この事業の助成対象経費は，次の経費とする。  



 （１） 本人運転の場合は，身体障がい者本人又は生計を同一にする者が所有する自動車の操

行装置及び駆動装置等の改造に要する経費。  
 （２） 介護者運転の場合は，身体障がい者本人又は身体障がい者と生計を同一にする者が所

有する自動車の移乗装置の改造に要する経費。  
 （実施方法）  
第４条 身体障がい者用自動車改造費の助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，

自動車の改造をする前に別記様式第１号による申請書その他必要な書類を市長に提出しなけれ

ばならない。  
２ 市長は，前項の規定により助成の申請があったときは，当該申請の内容を審査し，適当と認

めた場合は，助成の決定を行い，別記様式第２号による通知書により申請者に通知するものと

する。この場合において，本人運転の場合で，自動車の改造後に運転免許を取得する者につい

ては，運転免許を取得することを助成の条件とし決定するものとする。  

３ 前項の決定は，当該決定の日の属する年度の末日までに自動車の改造が完了しないとき（運

転免許を取得することを助成の条件として当該決定を受けた者にあっては，運転免許を取得す

ることができなかったとき）は，当該決定はその効力を失うものとする。 

４ 前項の規定により第１項の決定の効力が失われたときは，当該決定の日の属する年度の翌年

度以降に再度，第１項の規定による申請をすることができる。この場合において，既に自動車

の改造に着手しているとき（当該改造が完了しているときを除く。）も当該申請をすることがで

きるものとする。 
５ 市長は，助成の決定を行わない場合は，別記様式第３号による通知書により申請者に通知す

るものとする。  
６ 第２項の決定を受けた者は，当該決定を受けた後に当該自動車を改造するものとし，当該自

動車の改造完了後 （運転免許を取得することを助成の条件として当該決定を受けた者にあって

は，運転免許取得後）に，別記様式第４号による請求書その他必要な書類を市長に提出し，助

成金交付を受けるものとする。  
 （助成額）  
第５条 助成額は，次の額とする。  
 （１） 本人運転の場合は，１０万円を限度に助成する。  
 （２） 介護者運転の場合は，申請者の世帯の所得状況により，次のとおり助成する。  
  ア 生活保護世帯は，６０万円を限度に助成する。 
  イ 所得税非課税世帯（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第８４条第１項に規定する扶

養控除の算定について，所得税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６号）第１

条の規定による改正前の所得税法の例により算定した所得税が非課税の世帯をいう。）は，

助成対象経費の３分の２以内（１円未満の端数は切り捨てる。）を助成する。ただし，４０

万円を限度とする。 
  ウ その他の世帯は，助成対象経費の２分の１以内（１円未満の端数は切り捨てる。）を助成

する。ただし，３０万円を限度とする。 
 （関係機関との連絡等）  
第６条 市長は，この事業の実施に際し，陸運事務局等の関係機関及び改造を行おうとする業者

と連絡を密に行うものとする。  
２ 市長は，助成の状況を明らかにするため，身体障がい者用自動車改造費助成資格台帳に整理

するものとする。  



 （その他）  
第７条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の施行に関し必要な事項は別に定める。  

附 則  

 （施行期日） 

１ この要綱は，平成８年４月１日から施行する。 
 （生活保護世帯に関する特例） 

２ 平成２５年７月３１日において現に生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を

受けている世帯（以下この項において「生活保護世帯」という。）であって，平成２５年厚生労

働省告示第１７４号による改正前の生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１

５８号）に規定する基準により算定したならば同日後も生活保護世帯であった世帯に係る第５

条第２号アの規定の適用については，平成２５年８月１日から平成２６年３月３１日までの間

は，当該世帯を生活保護世帯とみなす。 

３ 平成２６年３月３１日において現に生活保護世帯であって，平成２６年厚生労働省告示第１

３６号による改正前の生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に規

定する基準により算定したならば同日後も生活保護世帯であった世帯に係る第５条第２号アの

規定の適用については，平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間は，当該世帯

を生活保護世帯とみなす。 

４ 平成２７年３月３１日において現に生活保護世帯であって，平成２７年厚生労働省告示第２

２７号による改正前の生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に規

定する基準により算定したならば同日後も生活保護世帯であった世帯に係る第５条第２号アの

規定の適用については，平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間は，当該世帯

を生活保護世帯とみなす。 

５ 平成３０年９月３０日において現に生活保護世帯であって，平成３０年厚生労働省告示第３

１７号による改正前の生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に規

定する基準により算定したならば同日後も生活保護世帯であった世帯に係る第５条第２号アの

規定の適用については，平成３０年１０月１日から平成３１年９月３０日までの間は，当該世

帯を生活保護世帯とみなす。 

６ 令和元年９月３０日において現に生活保護世帯であって，令和元年厚生労働省告示第６６号

による改正前の生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に規定する

基準により算定したならば同日後も生活保護世帯であった世帯に係る第５条第２号アの規定の

適用については，令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの間は，当該世帯を生活保

護世帯とみなす。 

７ 令和２年９月３０日において現に生活保護世帯であって，令和２年厚生労働省告示第３０２

号による改正前の生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に規定す

る基準により算定したならば同日後も生活保護世帯であった世帯に係る第５条第２号アの規定

の適用については，令和２年１０月１日から令和３年９月３０日までの間は，当該世帯を生活

保護世帯とみなす。 

附 則  

新潟市身体障害者用自動車改造費助成事業実施要綱（平成５年４月１日施行）は，廃止する。 
附 則  

この要綱は，平成１１年４月１日から施行する。  
附 則  



この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は，平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 
 この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は，平成２１年１２月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は，平成２５年２月１日から施行する。ただし，改正後の第２条第１項第３号及び第

５条第２項第２号の規定は，平成２４年７月１日から適用とする。 
附 則 

この要綱は，平成２５年８月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２８年１月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は，平成２９年１月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は，平成３０年３月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は，平成３０年１０月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は，令和元年１０月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は，令和２年１０月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
 







別 記 様 式 第 ２ 号（第４条関係） 
第    号 
   年  月  日 

 
                   新 潟 市 長 

 
身体障がい者用自動車改造費助成決定通知書 

 
先に申請のありました身体障がい者用自動車改造費助成（本人運転・介護者運転）に 

つきまして、次のとおり決定しましたので通知します。 
この決定は、下記の有効期限までに自動車の改造が完了した場合又は、運転免許取得条

件が付された場合にあっては改造の完了に加えて運転免許を取得したときのみ有効となり

ます。 
なお、自動車の改造完了又は、運転免許の取得が下記の有効期限を過ぎる場合は、再度、

助成の申請をしてください。 
 

決定番号  決定年月日 年  月  日 

対象者 
氏  名  身体障害者 

手 帳 番 号  

車  種  車両登録番号 
                

改造部位  

改造に要

する費用        円 公費助成額           円 

運転免許取得条件の有無  

この決定の有効期限   年３月３１日 

（注意事項） 
自動車改造終了後（運転免許取得条件が付された者は、改造の完了に加えて運転免許取得

後）、別紙の身体障がい者用自動車改造費請求書を、助成の申請をした日の属する年度の翌

年度の４月３０日（休日の場合は翌開庁日）までに提出してください。 
 
 



別 記 様 式 第 ３ 号（第４条関係） 
第 号 
  年  月  日 

             様 
 

新 潟 市 長         
 
 

身体障がい者用自動車改造費助成却下通知書 
 
 

先に申請のありました身体障がい者用自動車改造費助成につきましては、下記のとおり

却下することに決定しましたので通知します。 
 
 

記 
理由： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記様式第４号（第４条関係） 
 

身体障がい者用自動車改造費請求書（□本人運転  □介護者運転） 
 

年   月   日 
（宛先） 新 潟 市 長 

〒               
住 所                

 
氏 名              

 
 
下記のとおり身体障がい者用自動車に改造しましたので、それに要した費用を請求します。 
 

記 
 

車 種 
 

車輌登録番号 
 

改 造 部 位 
（具体的に） 

 

改造に要した費用 円    

助 成 請 求 額 円    

払 込 先 口 座 
（本人名義の口座） 

銀行 普     ・     当 

支店 
口座番号 

運転免許取得の条件を 
付された場合記入 

運 転 免 許 証 番 号 
 

交 付 年 月 日 
 

（注意事項） 
 この請求書は、助成の申請をした日の属する年度の翌年度の４月３０日（休日の場合は翌開庁日）ま

でに提出してください。その日を過ぎた場合は、助成することができません。 
（添付書類） 
 ・改造費用領収書又はその写し  

※領収日が助成決定日より後の領収書に限ります。 


